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本対策は、2013年8月に大阪府が公表した南海トラフ巨大地震を想定した津波浸水想定を受け、
津波浸水を防ぐ防潮壁を築造するものである。総延長約2,500mを4工区、3工事に分け、給油地
区、旅客ターミナルビル等の空港施設の中でも重要度の高い施設を守る防潮壁を優先的に築造

していき、2017年3月末に防潮壁築造計画が完了した。本稿では、関空島の津波浸水想定から始
まり、防潮壁築造計画の概要、実施した防潮壁築造工事の施工実績について述べる。
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1.  はじめに

 国土交通大臣が策定した津波防災地域づくりの基本指

針に基づき、2013年8月に大阪府は南海トラフ巨大地震
を想定した津波浸水想定を公表した1)。その想定による

と、関空島の1期島と2期島に挟まれる内部水面内の津波
水位が最も高く上昇し、地盤高の低い1期島への浸水が
想定された。この結果を受け、関西国際空港においては、

ハード面の地震・津波対策として防潮壁の築造を計画し

た。

総延長約2,500mを4工区、3工事に分け、給油地区、旅
客ターミナルビル等の重要度の高い施設を守る防潮壁を

優先的に築造していき、2013年9月～2017年3月まで約3
年7ヶ月の年月をかけ、築造工事を実施した。本計画に
より関西国際空港の当面の津波対策が完了した。

2.  関西国際空港の津波浸水想定

 関西国際空港は1994年に1期が、2007年に2期が供用開
始された。関西国際空港の主要施設配置を図－1に示す。

1期島には、第1ターミナル、給油施設等があり、2期島
には、LCC（ローコストキャリア：格安航空）ターミナ
ルである第2ターミナルがある。このような施設配置の
中で、2013年8月20日に大阪府は南海トラフ巨大地震を
想定した津波浸水想定を公表した。関西国際空港の津波

浸水想定と浸水箇所を図－2に示す。ここで、大阪府の

公表した津波浸水想定の設定について以下に述べる。

2011年3月11日に発生した東日本大震災による甚大な
津波被害を受け、内閣府中央防災会議専門調査会が、新

たな津波対策の考え方を2011年9月28日に「東北地方太
平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調

査会報告」2)で示した。その後、2011年12月14日に「津
波防災地域づくりに関する法律」が制定されたことを受

け、「最大クラスの津波」（L2津波）を想定し、その
津波が発生した場合に想定される浸水の区域および水深

が設定された。その設定を元に行われた関空島の津波シ

ミュレーション結果が図－2に示す津波浸水想定である。
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図－2 関西国際空港の津波浸水想定と浸水箇所 
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図－2からわかるように、関空島では、1期島と2期島
に挟まれた内部水面から浸水深0.01～0.3mの浸水が想定
されており、地盤高の低い1期島、特に赤線部からの浸
水が想定されている。 

本想定が発表されるまで、関西国際空港では、高潮へ

の対応を前提に、波当たりの強い沖合側の空港島護岸を

高くすることを優先的に行ってきた。内部水面海域は、

沖合波の伝播もなく静穏度も高く、波浪の影響はほとん

どないと考えられていた。したがって、図－2からわか

るように、比較的沖合側のエリアは、防潮ラインを高く

保ち、津波浸水を防ぐ高さを確保していた。 

このような状況下で大阪府津波浸水想定は、内部水面

内の津波水位が最も高く上昇し、地盤高の低い1期島側
へ浸水する想定であった。1期島には、図－1の通り、給
油施設や旅客ターミナルビルといった空港運営あるいは

航空機運航において重要な施設があり、早急な地震津波

対策が求められた。地震津波対策としてまず考えられた

案は、空港島護岸の嵩上げであったが、嵩上げ高さが大

きく、別途地下水対策（後述）が必要であることから、

非現実的であった。そこで、防潮ラインおよびその計画

高さを見直し、第2案として挙げられた対策が、図－3に
示すように、護岸から島内に少し控えた位置に地下水対

策（止水壁嵩上げ）を兼ねた壁を築造する、つまり、防

潮壁を築造する計画であった。 

3.  防潮壁築造計画の概要

関西国際空港の地震津波対策として、図－2の赤線部

に総延長約2,500mの防潮壁を築造する計画が立てられた。
計画の概要について以下に示す。

(1) 防潮壁築造のもう一つの目的「止水壁の嵩上げ」
 防潮壁築造の主目的は、先述したように地震津波対策

だが、防潮壁と止水壁を一体化することによる止水壁の

嵩上げも目的の一つである。ここで、関西国際空港の止

水壁について説明する。

 関西国際空港は埋立造成された人工島の上に空港諸施

設を整備したものである。埋立材料は岩砕土であり、外

周護岸は石積護岸であることから、地盤は透水性が高く、

空港用地の地下水位が周辺の潮位の影響を受けやすい特

殊な地盤である。そのため、異常潮位時や台風の高潮時

に地下水位が上昇し、空港島の周囲から海水が地下に流

れ込み、地下室での漏水等地下構造物へ影響が及んだ。

こうした問題を抜本的に解消する対策として、地下水位

の上昇を抑えるために、2000年～2006年に空港島（1期
島）の周囲約11kmにわたって止水壁を設置する「関西
国際空港大規模地下水対策事業」が実施された。水を通

しにくい沖積粘土層まで約30m掘削し、セメントと土砂
を混合した柱を連続して建設することにより止水壁を設

置した。本事業における止水壁設置イメージおよび設置

位置を図－4に示す。止水壁設置後は、止水壁内側の地

下水位をポンプにより適切に管理・制御を行っている。

したがって、図－5に示すように、空港島周辺の海面高

さと地下水位が連動することがなくなり、地下水の地下

構造物への影響もなくなった。本止水壁設置事業は、実

質的には、長期的な温暖化による海面上昇や長期的な沈

下が起きたとしても空港機能に問題は生じず、地下水問

題への万全な対策となっている。

空港島の地盤沈下とともに止水壁も天端高が年々低く

なっており、将来的に嵩上げ等の対策は必要になる。そ

こで、本防潮壁築造計画において、築造する防潮壁と止

水壁を接続し一体化することにより、止水壁の嵩上げも

兼ねることとした。
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水
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図－3 防潮壁築造と止水壁嵩上げ 

図－4 止水壁の設置イメージおよび設置位置 

（関空島1期島） 

止水壁設置前 止水壁設置後

図－5 止水壁設置前後の地下水位状況 
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(2) 工区分け
 防潮壁築造計画は総延長が約2,500mある。場所により、
地盤高や地盤沈下速度、施工環境等が異なり、防潮壁を

築造する優先度も異なる。ゆえに、全延長を4工区に区
切り、3工事に分けて防潮壁築造工事を実施した。図－6
に防潮壁築造計画の工区分けを示す。 

a) 国際貨物工区
 大阪府津波浸水想定において、最も浸水域が広がって

いるエリアは、図－6の通り、給油地区および国際貨物

地区である。特に給油地区は、給油タンク等の給油施設

があり、損傷を受けると航空機の運航に多大な影響を与

える。上記のように浸水域が広いこと、および重要施設

があることから給油地区は、最優先で地震津波対策を講

じる必要があった。

 給油地区および国際貨物地区の浸水箇所は、図－2に

示す通り、1期島と2期島を結ぶ連絡誘導路の南側約
150mの区間である。国際貨物工区は、この区間に防潮
壁を築造し、津波浸水を防ぐ。

b) ターミナル工区
 空港諸施設のうち、給油施設と同じく航空機の運航上

重要となる施設が旅客ターミナルビルである。大阪府津

波浸水想定（図－2）によると、旅客ターミナルビル周

辺は、浸水域が小さく浸水被害は小さい。そのため、優

先度は高いが、国際貨物工区の次点とした。ターミナル

工区では、全長約1,200mにわたり防潮壁を築造する。

c) 管理工区
 管理工区は、入りくんだ内部水面の最も奥に位置する

工区である。そのため、津波水位も空港島北側より高く

なり、国際貨物工区ほどではないが浸水域が広がってい

る。しかし、旅客ターミナルビル等の重要施設に影響を

与えるような想定ではないため、先述した国際貨物工区、

ターミナル工区と比較すると優先度は低くなる。管理工

区では延長約550mの防潮壁を築造する。

d) 海上アクセス工区
 海上アクセス工区は、他3工区に比べ、最も北に位置
しており、かつ内部水面の中でも最も沖合側に位置する。

したがって、4工区の中でも津波水位は低く、優先度も
管理工区と同程度である。海上アクセス工区では延長約

500mの防潮壁を築造する。築造工事は、管理工区、お
よび海上アクセス工区をまとめて発注した。
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図－6 防潮壁築造計画の工区分け 

表－1 各工区の計画天端高（C.D.L.）
工区 計画高さ

国際貨物工区 C.D.L. + 5.1 m 
ターミナル工区 C.D.L. + 5.6 m 
管理工区 C.D.L. + 5.6 m 

海上アクセス工区 C.D.L. + 4.7 m 

(3) 各工区の防潮壁築造の計画天端高 
 防潮壁を築造するにあたり、式(1)により算出した各
工区の計画天端高を表－1に示す。なお、関西国際空港

では、高さ管理に潮位表基準面（C.D.L. : Chart Datum 
Level）を使用している。
計画天端高 = 最大津波水位 + 津波時の想定沈下量

・・・式(1) 
最大津波水位は、内閣府の「南海トラフの巨大地震モ

デル検討会」の津波断層モデルを用いて、国土交通省航

空局の「空港における津波シミュレーションに関する協

議会」で計算された関西国際空港での津波高を用いてい

る。

津波時の想定沈下量には、地震による地殻沈降量、お

よび地震動による鉛直変位量を考慮している。地震によ

る地殻沈降量は、大阪府の津波シミュレーションにより

算出されたものである。地震動による鉛直変位量は、関

西国際空港における2013年の調査で算出されたものであ
る。この調査は、地震動及び津波に対する護岸等の安定

性を照査・評価するものであり、防潮壁築造位置におけ

る地盤の地震時挙動（鉛直変位量）を評価している。各

工区の計画天端高について、以下に述べる。

a) 国際貨物工区
計画天端高 C.D.L. + 5.1 m 
 = (最大津波水位C.D.L.+3.6 m) + (想定沈下量1.5m) 
ここに、津波時の想定沈下量は、

10年沈下量（0.9m）＋地震による地殻沈降量（0.3m）＋
地震動による鉛直変位量（0.3m）＝1.5m 
 関空島1期島は、1年間に島全体平均7.0cm沈下してお
り、島の護岸側から中心部に向かってその沈下量は大き

くなる傾向にある。また、2期島の埋立事業に伴い、連
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絡誘導路を埋立造成してからは、連れ込み沈下により連

絡誘導路周辺の沈下量は他に比べ大きい。ゆえに、国際

貨物工区は、後述するターミナル工区および海上アクセ

ス工区と異なり、経年沈下量を10年で計算する10年対応
としている。

b) ターミナル工区
計画天端高 C.D.L. + 5.6 m 
= (最大津波水位C.D.L.+4.0 m) + (想定沈下量1.6m) 
ここに、津波時の想定沈下量は、

20年沈下量（1.0m）＋地震による地殻沈降量（0.3m）＋
地震動による鉛直変位量（0.3m）＝1.6m 
 ターミナル工区は、国際貨物工区と異なり、連絡誘導

路から離れているため、経年沈下量が小さく、20年対応
としている。

c) 管理工区
計画天端高 C.D.L. + 5.6 m 
= (最大津波水位C.D.L.+4.1 m) + (想定沈下量1.5m) 
ここに、津波時の想定沈下量は、

10年沈下量（1.0m）＋地震による地殻沈降量（0.2m）＋
地震動による鉛直変位量（0.3m）＝1.5m 
 管理工区は、国際貨物工区と同様、連絡誘導路周辺に

位置するので、経年沈下量が大きく、10年対応としてい
る。

d) 海上アクセス工区
計画天端高 C.D.L. + 4.7 m 
= (最大津波水位C.D.L.+3.6m) + (想定沈下量1.1m) 
ここに、津波時の想定沈下量は、

20年沈下量（0.6m）＋地震による地殻沈降量（0.2m）＋
地震動による鉛直変位量（0.3m）＝1.1m 
 海上アクセス工区は、第3章(2) で述べたように、内部
水面の沖合側に位置しているため、最大津波水位自体が

他工区に比べ低い。また、ターミナル工区と同様、連絡

誘導路から離れているため、経年沈下量が小さく、20年
対応としている。

4.   防潮壁築造工事

先述したように、防潮壁築造工事は全延長約2,500mを
4工区に区切り、3工事に分けて施工した。2013年9月か
ら始まり、2017年3月までの3年7ヶ月に及ぶプロジェク
トとなった。第1工事は、2013年9月～2014年2月の6ヶ月
間で国際貨物工区を施工した。第2工事は、2014年3月～
2015年6月の1年4ヶ月でターミナル工区を施工した。そ
して最後の第3工事は、2015年3月～2017年3月の2年間で
管理工区および海上アクセス工区を施工した。ただし、

第3工事は護岸嵩上げ工事の一部である。築造した防潮
壁は最大3.8mの高さであり、主な形状は図－7に示す4タ

イプである。これら3つの防潮壁築造工事の中で特記す
べきは、地盤改良工法としてパワーブレンダー工法（原

位置土撹拌工法）を採用した第2工事である。以下に、
主にパワーブレンダー工法に着目しながら第2工事、つ
まりターミナル工区防潮壁築造工事について説明する。

直上げ型 逆Ｔ型

重力型Ｌ型

止水壁へとつながる

止水壁

止水壁

止水壁

図－7 防潮壁の主な形状

(1) パワーブレンダー工法の採用
第3章(1)でも述べたように、防潮壁築造のもう一つの
目的として止水壁の嵩上げがある。ここで、築造する防

潮壁と止水壁のターミナル工区における位置関係を図－

8に示す。図－8からわかるように、止水壁は車道部道路

外側線下に位置しているため、直上に嵩上げすると、車

両通行時に圧迫感を与えてしまう。ゆえに、ターミナル

工区の防潮壁は止水壁と接続しながらも、路肩より外側

位置に立ち上げることとした。

▽ 外潮位

地下
▽水位止

水
壁

内部水面側

防潮壁

揚圧力

図－8 防潮壁と止水壁の位置関係（ターミナル工区） 

ここで問題となるのが、図－8の通り津波水位時に防

潮壁底版部にかかる揚圧力である。一般的に揚圧力に対

しては、防潮壁自体の躯体重量で安定性を確保するが、

躯体全体で重量を増大させると、躯体が巨大化してしま

い、非現実的であると考え、立ち上げる擁壁部はそのま

まで躯体下部の重量を増大させることを考えた。施工案

として、躯体下部の土をコンクリート置換することなど

が考えられるが、コスト縮減や残土低減の観点から、本

工事では、原位置土撹拌による地盤改良工法であるパワ

ーブレンダー工法を採用した。具体的にパワーブレンダ
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ー工法とは、図－9に示すように、現地盤中にスラリー

状のセメント系、または石灰系固化材を注入しながら、

土と固化材を機械的に混合撹拌し、地盤を固化すること

を目的とした地盤改良工法である。この工法により防潮

壁躯体下部を地盤改良することで、躯体下部の重量を増

大し、さらに止水性も確保できる。

図－9 パワーブレンダー工法 施工状況 

(2) 撹拌混合土の品質管理
パワーブレンダー工法の品質管理においては、地中の

施工状況が確認できないため、混合材の添加量（配合

表）をあらかじめ決めておく必要がある。そのため、事

前に現地にて試料土を採取し、室内配合試験を実施した。

その試験結果をもとに、表－2の通り、混合材の基準添

加量を決定した。配合表をもとに施工を進め、適切に施

工管理を行い、施工後の事後試験によりそれぞれの品質

管理の規格値を満足しているかを確認する。各規格値は、

現地施工の前に実施した試験施工をもとに確認し、決定

した。本工事における2つの品質管理項目を以下に示す。

a) 改良土の単位体積重量 γ
 規格値は、γ = 20 kN/m3であり、改良土が揚圧力に抵抗

できるだけの重量を確保できているか確認する。確認方

法は、現場で試料採取した供試体およびボーリングコア

の湿潤密度から算出し確認する。

b) 改良土の透水係数k
 規格値は、k = 1×10-8 m/sであり、防潮壁の底版へ直接
揚圧力がはたらかないような難透水層の形成を確認する。

確認方法は、現場透水試験および試料採取した供試体の

透水試験により算出し確認する。

透水係数は、改良土の流動性に依存する。通常、配合

を変えない限り改良土の流動性は変化しないが、関空島

では、潮位変動により地下水位が変動するため、流動性

が変化する。したがって、施工中も改良土の流動性管理

が重要となる。本工事では、テーブルフロー値（TF
値）と呼ばれる、撹拌混合直後における改良土の流動値

を管理することで、透水係数を管理することとした。

TF値の計測方法は以下の通りである。TF値の測定器具
と測定写真を図－10に示す。

1. 改良土をフローコーンに詰め、表面をならす。

2. 直ちにフローコーンを鉛直に取り去り、フロー

テーブルのハンドルを回転させ15秒間に15回の落
下運動をテーブル上の改良土に与える。

3. 改良土が最も広がっている部分の長さと、この

方向に直角な方向の広がりをmm単位で測定する。
TF値の管理値は表－3に、TF値と透水係数との相関は
図－11に示す。TF値と透水係数との相関は、先述した
室内配合試験により得られた結果である。図－11からわ

かるように、透水係数とTF値は比例関係にあり、透水
係数の目標値はk = 1×10-9 m/sであるため、TF値は125mm
以上155mm以下で管理する。潮位変動によりTF値も変
動するため、125mm以下の場合、施工水量を増加し施工
し、155mm以上の場合、原則施工しないこととした。

TF値の管理は透水係数の管理につながるが、施工性
の管理にもつながる。例えば、TF値が低い、つまり流
動性が低い場合、撹拌機械であるトレンチャーにかかる

負荷が大きくなり、安定した撹拌混合が望めない。以上

のように、TF値の管理は品質管理および施工管理の両
方の上で重要である。

表－2 混合材の基準添加量（混合表）

材料種類
添加量

（kg/ m3）

水セメント比

（%）
高炉セメントB種 200 70 

図－10 テーブルフロー値の測定器具と測定写真

表－3 テーブルフロー値の管理値

試験項目 試験方法 管理値 試験基準

TF試験 JIS R 5201 125mm以上～
155mm以下

2回/日

※1日2回は、干潮および満潮時に行う。

図－11 テーブルフロー値と透水係数の相関
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(3) 施工について
パワーブレンダー工法の施工フローを図－12に示す。

機材搬入・組立

キャリブレーション

粒径処理①②

区割表示

スラリー撹拌・改良材供給

混合・撹拌

不陸整正

事後確認試験

解体・搬出

図－12 パワーブレンダー工法の施工フロー 

a) 粒径処理 
粒径処理は、最大粒径300mmという礫質地盤を有する
関空島特有の工程である。撹拌混合時に粒径100mm以上
の岩塊があると、施工性が悪くなるため、スケルトンバ

ケットを装着したバックホウにより除去した。この作業

により現地土が減った箇所は、粒径50mm以上の岩塊を
除去した流用土または仮置土で補充した。

b) 混合・撹拌（施工管理） 
混合・撹拌では、主に「改良深度」および「羽根切り

回数管理」を管理した。1つ目の「改良深度」について、
本工法は地中の施工状況が目視できないため、バックホ

ウの運転席で常時モニタリングできる、図－13左図に示

すような施工管理装置を導入し、オペレーターにより改

良深度を管理した。また、図－13右図に示すように、ト

レンチャーにつけたマーキングによる改良深度の写真管

理も行い、二段構えで施工管理を行った。 

施工管理装置

5

混
合
厚
さ

スタッフ

ポール

丁張

水平器
マーキング

ト
レ
ン
チ
ャ
ー
マ
ー
キ
ン
グ
寸
法

残
尺

トレンチャー

上段：チェーン速度

中段：改良深度

下段：チェーン累積
移動距離

改良厚検測写真管理図

マーキング

図－13 施工管理装置およびトレンチャーマーキング 

2つ目の「羽根切り回数」について、羽根切り回数は
トレンチャーの羽根の回転数であり、撹拌混合の度合い

を示す指標である。規格値は50回/m2以上とし、式(2)で
算出するチェーン累積移動距離により管理した。

チェーン累積移動距離 (m) =  
羽根切り回数 (回/m2)×1区割の総掘進延長 (m) 
×改良深度 (m)×撹拌翼ピッチ (m/枚) ・・・式(2) 
チェーン累積移動距離は、図－13左図の通り施工管理装

置の下段に表示されるため、その値が基準値以上かを常

時モニタリングすることにより管理することができる。

 以上のような品質管理・施工管理を行いながら無事竣

工し、図－14のように防潮壁を築造することができた。

品質に関しては、施工後の事後試験により満足している

ことを確認できた。

BEFORE AFTER

図－14 防潮壁の築造前と築造後

5.  まとめ

以上のように、関西国際空港では、地震津波対策と

して、2013年8月に大阪府が公表した南海トラフ巨大地
震を想定した津波浸水想定に対し、防潮ライン高さが不

足し津波浸水が想定されるエリアに防潮壁を築造し、防

潮ラインの必要高さを確保するような計画を立てた。さ

らに、防潮壁を既設止水壁と接続し、止水壁の嵩上げも

兼ねた防潮壁築造計画とした。防潮壁築造工事は、総延

長約2,500mを4工区、3工事に分け、給油地区、旅客ター
ミナルビル等の重要度の高い空港施設を守る防潮壁を優

先的に築造していき、2013年9月から始まり、2017年3月
に無事に完了した。旅客ターミナルビル前の防潮壁築造

工事においては、パワーブレンダー工法と呼ばれる地盤

改良工法を採用し、コスト縮減および残土軽減につなが

った。本工法は、品質管理・施工管理が課題となったが、

それぞれ適切に管理し、品質も出来形も満足する施工を

実施することができた。そして、防潮壁築造工事の竣工

により関西国際空港における当面の地震津波対策は完了

した。本計画で実施したハード面の対策と、2016年4月
にソフト面の対策として自社で定めた地震・津波BCP
（業務継続計画）をもとに、地震・津波発生時は、人命

の保護、被害の軽減、空港機能の早期復旧を目指す。

 そして、本防潮壁築造計画はあくまで2013年8月に公
表された津波浸水想定に対する対策であり、年々地盤沈

下している関西国際空港では、今後、防潮壁の嵩上げが

必要になると予想される。
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